
 

第３９期（2024 年 3 月期） 

 

決  算  公  告 
 

2023 年 4 月  1 日から 

2024 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都港区港南二丁目５番７号 

スターゼンミートプロセッサー株式会社 



スターゼンミートプロセッサー 株式会社 (単位：千円)
金　額 金　額

12,505,790 8,888,218

75,436 2,316,495

10,982,410 4,443,730

334,762 105,450

962,409 10,130

55 889,125

133 295,685

2,595 126,567

107,116 87,194

40,871 26

199,050

4,505,521 414,763

3,876,701

1,794,097 747,737

140,184 72,600

1,266,793 60,700

2,212 25,441

100,090 588,996

32,316 9,635,956

509,689

31,317 7,375,356

100,000

10,906

5,479 491,987

5,427 29,148

462,839

617,913

0 6,783,368

140,667 65,388

482 6,717,980

8,861 別途積立金 552,000

14,032 圧縮積立金 10,442

453,870 繰越利益剰余金 6,155,538

7,375,356

17,011,312 17,011,312

科　　目

リース債務

未払金

未払費用

商品及び製品

原材料及び貯蔵品

仕掛品

（負債の部）

流動負債

買掛金

1年内返済予定の長期借入金

未収入金

科　　目

（資産の部） 

流動資産

現金預金

売掛金

立替金

車輛運搬具

工具器具備品

有形固定資産

建物

短期貸付金

固定資産

投資有価証券

資産合計

純資産合計

その他利益剰余金

負債及び純資産合計

繰延税金資産

長期前払費用

差入保証金

出資金

ソフトウェア

投資その他の資産

資本準備金

その他資本剰余金

リース債務

退職給付引当金

関係会社株式

電話加入権

負債合計

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

株主資本

無形固定資産

リース資産

土地

建設仮勘定

利益準備金

利益剰余金

長期預り金

貸 借 対 照 表
2024年　３月　31日現在

前払費用

構築物

前受金

預り金

賞与引当金

固定負債

長期借入金

未払法人税等

機械及び装置

未払消費税等

短期借入金



個別注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

①  子会社株式および関連会社株式  
        ･････移動平均法による原価法 

②  その他有価証券  
市場価格のない株式等･････移動平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産 

① 商品及び製品 

･･･個別法及び総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

   ② 仕掛品 

･･･個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

③  原材料、仕掛品及び貯蔵品 
･･･個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

④  飼育牛 
  ･･･個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年４

月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用ソフトウェアについては、自社における利用可能期間(５年)に基づい

ております。 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

(4) 長期前払費用 

定額法 

   

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上して

おります。 

 

 

 

 

 

 



 

(3) 退職給付引当金  
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、計上しております。 

   数理計算上の差異、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

 
Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類および株式数に関する事項 

  普通株式   6,180 株 

 

  ２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額    

①  当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する注記 
  該当事項はありません。 

② 基準日が当事業計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 
 該当事項はありません。 

 

Ⅲ．その他の注記 

  該当事項はありません。 

 

Ⅳ. 当期純損益金額 

  当期純利益 1,104,068 千円 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

(注)この計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 


